
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

西宮市空家等対策計画 素案 概要版 
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＜計画策定の趣旨＞ 

・近年、⼈⼝減少や既存の住宅・建築物の⽼朽化等により、空家等が増加しています。空家等の中には、適切
な管理が⾏われていない結果として安全性の低下、公衆衛⽣の悪化、景観の阻害等多岐にわたる問題を⽣じ
させ、ひいては地域住⺠の⽣活環境に深刻な影響を及ぼしているものがあります。 

・このような実情を踏まえ、「空家等対策の推進に関する特別措置法（平成 26 年法律第 127 号）」が平成 27
年５⽉ 26 ⽇に全⾯施⾏され、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村による空家等対
策計画の作成等について定められました。 

・今後、空家等の増加が⾒込まれる中、空家等の対策については、⾏政内部はもちろん⺠間との連携や、さま
ざまな法律の組み合わせなどによる対応が必要であり、空家等対策を効率的効果的に進めるには空家等に対
する対応策を体系的にまとめる必要があることから、このたび空家等の実態調査を⾏い、その結果を踏まえ
て、適切な管理が⾏われていない空家等の適正管理及び利活⽤の促進のため「⻄宮市空家等対策計画」を策
定することとしました。 

 
＜計画の位置づけ＞ 

・「⻄宮市空家等対策計画」は、第４次⻄宮市総合計画に基づき策定されている「にしのみや住宅マスタープラ
ン」の空家等の利活⽤、空家等の増加抑制のための流通促進に関する⽅針と整合を図りながら適正管理に関
する対策を加えた計画とします。 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

＜計画期間＞ 

・本計画は、にしのみや住宅マスタープランが改定された翌年に改定することとし、計画期間を平成 29 年度
（2017 年度）から平成 33 年度（2021 年度）までの 5 年間とします。 

 
 H28 年度 H29 年度 H30 年度 H31 年度 H32 年度 H33 年度 

第 4 次⻄宮市総合計画       

にしのみや住宅マスタープラン       

⻄宮市空家等対策計画       

 

＜計画の対象＞ 

・市域全域の空家等対策の推進に関する特別措置法で規定する「空家等」と「空家等」になる⾒込みのある住
宅などを対象とします。 

 

空家等対策計画とは 

計画期間：H21 年度〜30 年度 

計画期間：H23 年度〜32 年度 

計画期間：H29 年度〜33 年度 

第 4 次⻄宮市総合計画 

部門別計画 

にしのみや住宅マスタープラン 

⻄宮市空家等対策計画 

都市計画マスタープラン 

都市景観形成基本計画 
整合 

連携 



 

 

 
 
 

○空家等の増加により都市のイメージが損なわれることが懸念される
・本市は「⽂教住宅都市」をまちづくりの理念と

は、都市のアイデンティティを揺るがす問題であり、同時に更なる空家
ます。 

○今後の⼈⼝減少及び高齢化の進展等に伴い空家
・将来⼈⼝の展望では平成 30 年代前半をピークに⼈⼝が減少し、地区による差はあるものの高齢化が急速に

むことが想定されています。 
・現時点で空家等は少ないものの、今後は

等が⼤幅に増加することが懸念されます。
 

⼈⼝と⼈⼝増減率の推移（⻄宮市）

 
 
 
 
 
 

 

○市の南部、北部など多様な地域特性があり、空家
・市域内には、利便性の高い阪神間の市街地を構成する南部の地域と、緑豊かな⾃然環境を享受できるものの交通や

買い物をはじめ⽣活利便性の⾯では不利な北部の地域という環境の異なる地域があります。
・北部では、南部地域に比べると、全体として空家

所などで空家等が⾒られる状況があり、

○管理意識が低い所有者や管理・活⽤したくてもできない所有者がいる
・管理が不適切な空家等の中には、所有

者の管理や活⽤に対する意識が低いも
のだけでなく、管理や活⽤する意思は
あるものの、年齢や経済的理由に関る
要因などにより管理や活⽤ができてい
ないものもあります。このような要因
を認識したうえで対策を考えていくこ
とが必要です。 

○担当部門の単独の取り組みや⾏政施策のみでは⼗分な対応が難しい
・管理が不適切な空家等の発⽣による様々な

取り組みと連携しながら進めていくことが求められます。
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の増加により都市のイメージが損なわれることが懸念される 
「⽂教住宅都市」をまちづくりの理念としており、管理が不適切な空家等の発⽣に伴うイメージの低下

都市のアイデンティティを揺るがす問題であり、同時に更なる空家等の増加へとつながることが懸念され

○今後の⼈⼝減少及び高齢化の進展等に伴い空家等の増加が懸念される 
年代前半をピークに⼈⼝が減少し、地区による差はあるものの高齢化が急速に

は少ないものの、今後は所有者の死亡や転居などとあわせて空家等や適切に管理されない空家
が⼤幅に増加することが懸念されます。 

⼈⼝と⼈⼝増減率の推移（⻄宮市）              住宅数等と世帯数の推移（⻄宮市）

資料：国勢調査                                 

○市の南部、北部など多様な地域特性があり、空家等の発⽣要因が異なる 
・市域内には、利便性の高い阪神間の市街地を構成する南部の地域と、緑豊かな⾃然環境を享受できるものの交通や

買い物をはじめ⽣活利便性の⾯では不利な北部の地域という環境の異なる地域があります。
全体として空家等や管理が不適切な空家等の割合も高く

が⾒られる状況があり、空家等の発⽣状況と発⽣要因は地域によって異なります。

○管理意識が低い所有者や管理・活⽤したくてもできない所有者がいる 
の中には、所有

者の管理や活⽤に対する意識が低いも
のだけでなく、管理や活⽤する意思は
あるものの、年齢や経済的理由に関る
要因などにより管理や活⽤ができてい

このような要因
対策を考えていくこ

○担当部門の単独の取り組みや⾏政施策のみでは⼗分な対応が難しい 
の発⽣による様々な影響は、広範囲に渡るため、対策は⾏政だけでなく多⽅⾯の分野の

と連携しながら進めていくことが求められます。 
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資料：空家に関するアンケート調査結果
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や適切に管理されない空家

住宅数等と世帯数の推移（⻄宮市） 

                                 資料：住宅・土地統計調査 

・市域内には、利便性の高い阪神間の市街地を構成する南部の地域と、緑豊かな⾃然環境を享受できるものの交通や
買い物をはじめ⽣活利便性の⾯では不利な北部の地域という環境の異なる地域があります。 

の割合も高く、南部では敷地が狭い場
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＜計画の目標＞ 

総合的な空家等対策による「文教住宅都市」にふさわしい環境の維持・増進 

 

＜基本方針＞ 

現在、本市は、他都市と比較すると空家等や管理が不適切な空家等は少ない状況にありますが、北部地域は
南部地域より空家等や管理が不適切な空家等の割合が高いなど、違いもあります。管理が不適切な空家等を放
置すれば、「⽂教住宅都市」としての価値の低下にもつながります。 

「⽂教住宅都市」にふさわしい良好な環境の維持・増進のため、管理が不適切な空家等の発⽣や増加を抑制
すること、さらには特定空家等を⽣み出さない施策に重点を置くものとし、以下の⽅針に沿って取り組みを推
進します。 

１ 管理が不適切な空家等への予防的な取り組みの推進 

・今後、高齢化等が急速に進むことによって懸念される管理が不適切な空家等の⼤量発⽣を抑制するため、特
に高齢の住宅所有者が抱える空家等の発⽣に関わる各分野の問題点への対応とともに、⼀般の市⺠への意識
啓発など、空家等の発⽣要因に応じた予防的な取り組みを進めます。 

・管理が不適切な空家等の所有者等に対しても、情報提供を⾏うなどして特定空家等にならないための取り組
みを進めます。 

２ 地域の特性に応じた活⽤・流通の促進 

・南部地域では高い利便性を活かし各地域の特性に沿った取り組みを進め、北部地域では緑豊かな⾃然環境やゆとりのあ
る居住環境など、通常のファミリー層の住まいだけでなく、地域の環境を積極的に評価するこだわりのある層をターゲ
ットとした活⽤を促進するなど、それぞれの地域の特性に応じた取り組みを進めます。 

３ 所有者等への総合的な支援 

・空家等に係る問題は、所有者等が⾃らの責任により適切に対応することが第⼀義となりますが、多く発⽣した空家
等や管理が不適切な空家等が都市の環境に及ぼす影響を勘案し、所有者に関わる要因や環境や建物に関わる要因と
いった空家等の発⽣要因に応じた総合的な支援により空家等の発⽣を抑制し、活⽤を促進していきます。 

４ 多分野連携による空家等対策の取り組みの促進 

・空家等対策の取り組みにあたっては、分野を超えた庁内の連携はもとより、地域の住⺠組織や各分野の NPO、
関係⺠間事業者や専門家など、様々な主体と⾏政との協働による展開を進めます。 

・空家等の活⽤や管理については、これまで担い⼿になることが少なかった市内の⼤学に通う学⽣や市⺠団体、
地域団体など、多様な主体を担い⼿と捉え、住まいとしての活⽤はもとより、様々な活動の場としての活⽤
を促進するため、モデル的な取り組みの実施や地域・所有者、また不動産事業者とのネットワークを形成す
るなどの取り組みを進めます。 

計画の目標と基本方針 
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空家等の発⽣から空家等の常態化、管理が不適切な空家等の発⽣へと進んでいく要因としては、所有者に関わ
る要因の観点から、また活⽤されていない要因としては、所有者に関わる要因に加えて環境に関わる要因（不動
産としての流通に関わる要因）の観点から整理できます。基本⽅針を踏まえ、それぞれの要因に応じて施策を進
めていくものとします。 

要因 1-1 所有者に管理の意思がない 
空家等の所有者が管理責任を認識していない場合や、管理の意思がない場合の対策として、所有者や相続⼈に

対する啓発を⾏います。 

○管理責任を認識していない所有者や管理の意思がない所有者に対する啓発を⾏います。 
○管理が不適切な空家等の所有者に対する情報提供と改善促進を⾏います。     
○相続・管理に係る予防的啓発を⾏います。 

 

要因 1-2 所有者に管理の意思はあるができない 
空家等の所有者に管理の意思があるもかかわらず所有者個⼈に関わる要因によって管理ができない場合の対策

として、所有者への情報提供や相談窓⼝の設置とあわせて、所有者以外の者が管理する仕組みづくりを⾏います。 

○住まいの定期点検や修繕等に関する情報提供を⾏います。 
○空家等の管理など、住まいに関する相談窓⼝の充実を検討します。 
○所有者以外の者により空家等を⽇常管理する仕組みの構築を⾏います。 

 
要因 1-3 所有者に活⽤の意思がない 
空家等の所有者に活⽤の意思がない場合の対策として、所有者や相続⼈に対する啓発を⾏います。 

○活⽤の意思がない所有者に対する啓発を⾏います。○相続・利活⽤に係る予防的啓発を⾏います。 
 

要因 1-4 所有者に活⽤の意思はあるができない 
空家等の所有者に活⽤の意思があるもかかわらず所有者個⼈に関わる要因によって活⽤ができない場合の対策

として、所有者への情報提供や相談窓⼝の設置を⾏います。 

○空家バンク制度による情報の提供を検討します。 
○住まいの利活⽤に関する相談窓⼝の充実を検討します。 

 
要因 2 環境や建物に関わる要因（不動産としての流通に関わる要因） 

⽴地、価格⾯、敷地や建物など空家等の活⽤や不動産としての流通に際して条件が不利な場合の対策として、地域
団体等による活⽤やシェアハウスとしての活⽤を支援する他、建て替えずに改修による活⽤の支援、共同化による建
て替えの支援の充実を検討します。 

○活⽤⽅策の多様化への支援を進めます。     ○改修による活⽤への支援を検討します。 
○空家等が多い地域の魅⼒発信を検討します。 ○地域団体等による跡地の活⽤への支援を進めます。  
○再建築が困難な敷地や狭小な敷地の活⽤に対する支援を検討します。 

 

 

空家等への対策 
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要 因 

 

対 策 

  

  

管 

理 

【
要
因
１
】
所
有
者
に
関
わ
る
要
因 

【要因１-１】 
所有者に管理の意思
がない 

▶ 
・ 所有状況を知らない 
・ 放置による影響の無知 
・ 意欲がわかない 

▶ 

○管理責任を認識していない所有者や管理の意思がない
所有者に対する啓発 

○管理が不適切な空家等の所有者に対する情報提供と改
善促進 

○相続・利活⽤に係る予防的啓発 

【要因１-２】 
所有者に管理の意思
はあるができない 

▶ 

・ ⾁体的、精神的、距離的要因 
・ 相続に関わる混乱 
・ 管理に関する知識不⾜ 
・ 管理のコスト負担が困難 

▶ 

○住まいの定期点検や修繕等に関する情報提供 

○空家等の管理など、住まいに関する相談窓⼝の充実 

○所有者以外の者により空家等を⽇常管理する仕組みの
構築 

活 
用 

【要因１-３】 
所有者に活用の意思
がない 

▶ 

・ 所有状況を知らない 
・ 意欲がわかない 
・ 不動産として持っておきたい
（賃貸・売却したくない） 

▶ 
○活⽤の意思がない所有者に対する啓発 

○相続・利活⽤に係る予防的啓発 

【要因１-４】 
所有者に活用の意思
はあるができない 

▶ 

・ ⾁体的、精神的、距離的要因 
・ 相続に関わる混乱 
・ 活⽤に関する知識不⾜ 
・ リフォーム、解体等のコスト負  

担が困難 

▶ 

○空家バンク制度による情報の提供 

○住まいの利活⽤に関する相談窓⼝の充実 

【要因２】 
環境や建物に関わる要因（不
動産としての流通に関わる
要因） 

▶ 

・ 交通利便性が悪い 
・ ⽣活利便性が悪い 
・ 価格が高い 
・ 敷地や建物が狭小 
・ 道路や敷地の条件により建替え 

が困難・できない 

▶ 

○活⽤⽅策の多様化への支援 

○改修による活⽤への支援 

○空家等が多い地域の魅⼒発信 

○地域団体等による跡地の活⽤への支援 

○再建築が困難な敷地や狭小な敷地の活⽤に対する支援 

※公益的利⽤を対象とした「⻄宮市空家等地域活⽤対策事業」は実施中。 

 
 
 
 
 

要因ごとの対策と基本方針  
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基本方針 
実施等の時期 

1 2 3 4 

管理が不適切
な空家等への
予防的な取り
組みの推進 

地 域 の 特 性
に 応 じ た 活
用・流通の促
進 

所有者等への
総合的な支援 

多分野連携に
よる空家等対
策の取り組み
の促進 

実施中の対策 今後速やかに
実施もしくは
実施・拡充を目
指す対策 

計画期間中に、ニ
ーズ等を⾒なが
ら拡充、実施等を
検討する対策 

●     ●   ■   

●     ● ■ ■   

●     ●   ■   

●   ●     ■   

    ● ● ■   ■ 

  ● ● ●   ■   

●     ●   ■   

●     ●   ■   

  ● ● ● ※   ■ 

    ● ● ■   ■ 

  ● ●   ■ ■   

    ● ● ■   ■ 

● ●   ●     ■ 

  ● ● ●   ■   

  ● ●       ■ 

 
 
 
 
 
  

及び進め方の対応関係 
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平成 29 年（2017 年） 月発行 

西宮市 環境局 環境総括室 環境衛生課 
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TEL : 0798-35-0002  FAX : 0798-35-0010  E-mail: kanei@nishi.or.jp   

 
 

 

＜特定空家等の判断基準＞ 

・「『特定空家等に対する措置』に関する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」（国土交通省）に準じ
た特定空家等に対する措置を講ずるための判断基準を設定しています。 

・この基準については、市内にある特定空家等に該当する可能性のある空家等の個別案件についての評価の実績を積み重
ねていきながら、評価の事例が⼀定蓄積された段階でより具体的・定量的な判断基準を検討します。 

 

＜特定空家等に対する措置＞ 

・特定空家等に対しては必要な措置をとるよう助⾔・指導、勧告、命令を⾏う他、必要な場合には代執⾏を⾏います。必
要な措置は「空家等対策審議会」に諮り、その妥当性について審議を経たのちに⼿続きを進めます。 

・第三者の⽣命・⾝体の安全や財産に被害を与える可能性の高い⽼朽危険空家については、所有者⾃らの積極的な解体
を促すために、解体後の跡地を公益的な利⽤に提供する場合の空家除去費⽤に対する補助を⾏う制度を検討します。 

 
 
 
 
 
・空家等への対策は、本計画に基づき、地域住⺠、NPO、

関係⺠間事業者、専門家、⼤学・学⽣などと連携しなが
ら総合的に推進していきます。 

・特に、特定空家等に該当する可能性のある空家等に対し
ては、専門家の助⾔や関係機関の協⼒を得ながら対策を
進めていきます。 

 
＜空家等の調査＞ 

・空家等の存在に関しては、市⺠等からの相談等や空家等
の実態調査によって把握し、その情報に基づいた空家等
の管理システムを構築します。 

 
＜住民等からの空家等に関する相談への対応＞ 

・空家等について市⺠からの問い合わせ等に関しては、空家等の所有者等からの利活⽤についての相談窓⼝をすまい
づくり推進課とし（⻄宮市住まいの総合窓⼝事業）、周辺へ悪影響を及ぼす空家等の管理についての相談窓⼝を環
境衛⽣課とします。 

 
＜計画の評価と見直し＞ 

・本計画に基づく取組を進めつつ、施策の実施上の課題や運⽤上の課題、成果などを勘案しながら、必要に応じて計
画の適切な⾒直しを⾏います。 

 
 
 
 

空家等 

所有者 

地域住民 

大学・学生 NPO 

関係民間

事業者 
専門家 

西宮市 

環境 
衛生課 

すまいづく
り推進課 

建築 
指導課 

その他 
の課 
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